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千葉県市川市出身。主任介護支援専門員。株式会社マロー・サウンズ・カンパニー代表取締役。高齢者

介護施設での勤務を経て、2011年、株式会社マロー・サウンズ・カンパニーを設立し、代表取締役に就

任。ご利用者様の意向に沿った、中立公正なケアマネジメントを実践するため、併設の介護サービスを

持たない単独型の居宅介護支援事業所を東京都・千葉県に7事業所展開。在籍介護支援専門員数は40名

を超える。また、全国の介護支援専門員へ研修講師として年間50回を超える講演を行っている他、業界

紙介護ニュースJOINT、達人ケアマネ、日経ヘルケア、高齢者住宅新聞、シルバー産業新聞等へ執筆寄稿

を多数行う。厚生労働省所轄の研究調査や厚生労働省所轄の検討会へ委員として多数参画しているおり、

介護業界全体の質向上にも積極的に貢献している。 

自己紹介：株式会社マロー・サウンズ・カンパニー 田中 紘太

令和元年度厚生労働省老人保健健康推進等事業「居宅サービス計画に位置付けたサービス内容に関する研究事業」委員就任

令和2年度厚生労働省老人保健健康推進等事業「居宅介護支援における業務負担等に関する調査研究事業」委員就任

特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会理事就任
令和3年度厚生労働省老人保険健康増進等事業「介護保険の福祉用具における効果的なサービス提供に関する調査研究事業」委員就任
令和3年度厚生労働省老人保険健康増進等事業「居宅介護支援及び介護予防支援における令和3年度介護報酬改定の影響に関する
調査研究事業」委員就任

「介護保険制度における福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会」委員
第3回福祉用具専門相談員研究大会「④地域・多職種連携、事業所の取組」座長
厚生労働省令和4年度老人保健健康増進等事業「福祉用具貸与における利用実態と利用者の状態等の要因に関する調査研究事業」委員就
任
厚生労働省令和4年度老人保健健康増進等事業「居宅介護支援及び介護予防支援における令和3年度介護報酬改定の影響に関する
業務実態の調査研究事業」委員就任
厚生労働省令和4年度老人保健健康増進等事業「介護保険の福祉用具における効果的なサービス提供に関する調査研究事業」委員就任

厚生労働省令和5年度老人保健健康増進等事業「居宅介護支援及び介護予防支援におけるモニタリングのあり方に関する調査研究事業」
委員就任
厚生労働省令和5年度老人保健健康増進等事業「在宅高齢者の多様な状態を踏まえた福祉用具貸与事業者の支援のあり方に関する調査モ
デル研究事業」委員就任
学会発表 日本ケアマネジメント学会第22回研究大会発表（演題「ケアマネジメントにおける介護者支援」）
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（１）今後の介護保険を取り巻く状況と居宅介護支援事業所の現状

（２）ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会の中間整理

（３）小規模事業所でもできる、取りこぼしの無い加算の取り方

（４）運営基準における研修・訓練・委員会の実施整理

本日のアジェンダ 
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２． 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築や支援体制の方向性 
（１）現状と課題、３つの地域の類型の考え方

○ 65歳以上の人口については、全国の約50%の市町村において2020年以前に既にピークを
迎えている一方、都市部を中心とした約 15%の市町村においては、2040年以降にピークを
迎える見込みである。
○ 在宅サービスについて、町村部では約30%の保険者が2024年以前にサービス需要のピーク
を既に迎えている一方、政令市・特別区・県庁所在地など都市部では約43%の保険者が2045
年以降、約80%の保険者が2040年以降にサービス需要のピークを迎える見込みである。
その他の市においては、2040 年に約33%、2035年に約32%がピークを迎える。
○ 高齢化や人口減少のスピードには地域によって大きな差があり、地域によってサービス需
要の変化は様々である中、地域におけるサービス供給の状況を踏まえつつ、2040年を見据え、
サービス提供体制を検討する必要がある。

2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方に関する中間とりまとめ 
令和7年4月10日「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 



○ サービス需要が減少する局面においては、サービスを計画的に維持・確保していく必要が
あり、 
① 地域における介護事業所が機能を維持し、存続できるインセンティブを設けること、
② 地域における介護事業所が様々なサービスを効果的・効率的に提供できるよう多機能化し
ていくこと、
③ 介護事業者間で連携し、経営や業務の効率化を図ること、
④ 介護事業者が自治体の圏域をこえてサービスを提供するような場合に、サービスをより広
いエリアで提供できるよう、移動支援も推進すること
⑤ 市町村間の連携・広域化、都道府県による市町村の支援を行うこと 等が考えられる。

また、人口減少やサービス需要の減少は、医療福祉、交通、生活サービス、行政など、
介護以外の他の分野においても共通課題であり、その支援体制の構築は、他の分野の施策と
も組み合わせて実施していくことが効果的・効率的である。 

2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方に関する中間とりまとめ 
令和7年4月10日「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 
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男女比は女性が83%、男性が17％となっている。















管理者・主任介護支援専門員・事務員の役割 例

管理者業務 主任介護支援専門員でも対応可 事務員でも対応可 事務員でも対応可

新規受付 他法人共同事例検討会対応
（年1回以上）

各介護支援専門員の担当件数の
把握

年間社内研修のスケジューリング、研修
の開催等（義務化されているハラスメン
ト、虐待、身体拘束、BCP研修含む）

介護支援専門員への
ご利用者様の振り分け

地域ケア会議等への参加 各介護支援専門員の業務負担の把握
（業務時間・有休消化・書類整備進捗）

要支援者の実績を
地域包括支援センターへ送付

集団指導対応
運営指導対応
監査対応

支援困難事例・虐待等の対応 介護支援専門員の介護支援専門員証有効
期間の管理・確認

特定事業所加算要件における週1回
連絡会議の開催、議事録の作成

24時間連絡体制、オンコール対応
（各介護支援専門員へ振り分け可）

新人教育 各介護支援専門員の法定研修
受講状況の把握・修了証の管理

変更届、加算等行政への届け出
運営規定・契約書・重要事項説明書の変

更

行政対応
疑義照会等

実習生受け入れ対応 運営基準上、事業所に備え付けが
必要な書類の整備

（虐待、BCP、感染症含む）

特定事業所集中減算の計算

地域包括支援センター、病院への営業 各介護支援専門員の書類の整備、
ケアプラン点検

ハラスメント対応、窓口の設置

給付管理取りまとめ、伝送、
返戻確認

特定事業所医療介護連携加算、
特定事業所加算Ⅰの計算

情報公表対応
認定調査等取りまとめ

各自のパソコンのパスワード管理
ICTツールの管理











月 日数 土曜日 日曜日 祝日 社内休暇 稼働日数 休日合計 有給休暇 勤務時間

１ ３１ ４ ４ ２ ２（年末年始） １９ １４ １５２

２ ２９ ４ ４ ２ １９ １０ １５２

３ ３１ ５ ５ １ ２０ １１ １６０

４ ３０ ４ ４ １ ２１ ９ １６８

５ ３１ ５ ５ ２ １９ １２ １５２

６ ３０ ５ ５ ０ ２０ １０ １６０

７ ３１ ４ ４ １ ２２ ９ １７６

８ ３１ ５ ４ １ ３（お盆） １８ １０ １４４

９ ３０ ４ ５ ２ １９ １１ １５２

１０ ３１ ４ ４ １ ２２ ９ １７６

１１ ３０ ５ ４ １ ２０ １０ １６０

１２ ３１ ４ ５ ０ ２（年末年始） ２０ ９ １６０

合計 ３６６ ５３ ５３ １４ ７ ２３９ １２７ １０～４０ １９１２

2024年
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アセスメントを適切に実施し、担当する利用者と信頼関係を築くとともに、

当該利用者の状態や求めるニーズを踏まえた適切なサービスが提供されるよう、

ケアプランの作成や、サービス担当者会議等を通じて最も適切な支援を組み立てる行為が

必要である。

その後のモニタリングを通じた利用者の状態に応じたケアプランの見直し等を含め、

利用者に寄り添い、尊厳の保持と自立支援を図っていく一連のプロセスを担うことが、

居宅介護支援事業所等のケアマネジャーに求められる役割である。

○ケアマネジャーに求められる役割とは？



その一方で、高齢者の医療ニーズの高まりや、独居高齢者・認知症の方等への支援の増加、

世帯の抱える課題の複雑化・複合化により、利用者や家族からの幅広い相談・依頼に、

ケアマネジャーが対応せざるを得ない状況にある。

いわゆるシャドウワークも含めケアマネジャーの業務が増加している中、

ケアマネジャーがその専門性を生かし、個々の利用者に対するケアマネジメント業務に

注力し、必要な支援が適切に行われるようにするための環境整備が必要である。

○ケアマネジャーに求められる役割とは？



具体的には、利用者にとってより質の高いケアマネジメントを実現しつつ、

ケアマネジャーの業務負担を軽減する観点から、居宅介護支援事業所は個々の利用者に

対するケアマネジメントに重点、

地域包括支援センターは社会資源への働きかけを含めた地域全体の支援に重点を

置くことが適当である。

この役割を中心に据えつつ、それぞれにおいて従事するケアマネジャーの業務

の在り方を考えていくことが重要である。

○ケアマネジャーに求められる役割とは？



○ 居宅介護支援事業所において現にケアマネジャーが実施している業務については、

① 法定業務

② 保険外サービスとして対応しうる業務

③ 他機関につなぐべき業務

④ 対応困難な業務

等に分類される。（具体的な業務のイメージについては、別添参照。）

（居宅介護支援事業所における業務の在り方）





②や③の業務については、地域の多様な主体が役割を担うことが考えられ、

高齢者や障害者等の活躍の場としても期待される。

また、高齢者等終身サポート事業者などの民間の事業者がサービスを提供しているケースも

あるところ、高齢者等終身サポート事業者ガイドラインの周知等の履行の確保により、

こうしたサービスを安心して活用できるよう環境を整備することが重要である。

（居宅介護支援事業所における業務の在り方）





（身元保証）

1 ○身元保証の内容と費用の取扱いが明らかになっている。 

2 〇入退院時に行う対応が具体的に明らかになっている。 

3 〇緊急時の連絡先や連絡方法が明らかになっている。

（死後事務）

4 〇死後事務で行う内容と費用の取扱いが明らかになっている。

（日常生活支援 ）

5 〇提供されるサービス内容と費用の取扱いが明らかになっている。

（解約料）

6 ◎解約料について適正な金額が設定されている。

7 〇契約時に死因贈与や寄附（贈与）を条件等とした契約を締結していない。

チェックリスト一部



身寄りのない高齢者の身元保証代行を請け負う愛知県内のＮＰＯ法人が、死亡した高齢者と
の贈与契約に基づき金融機関に預金の返還を求めた訴訟の判決が名古屋地裁岡崎支部であり、
近田正晴裁判官は「公序良俗に反する契約で無効」として請求を棄却した。高齢者と身元保
証代行団体との間で交わされた、死亡時の財産の贈与契約（死因贈与契約）を無効とする司
法判断は極めて珍しい。

身元保証代行は監督官庁がなく、契約の不透明さがしばしば指摘されていた。２０１６年に
は日本ライフ協会（東京）が高齢者からの預託金を流用していたことが発覚して破産し、社
会問題になった。

２８日の判決によると、安城市のＮＰＯ法人えんご会（神谷邦子代表）は１７年１月、市社
会福祉協議会が運営していた養護老人ホームに入所中の８０代女性と、身元保証や緊急時の
対応などを支援する契約を約９０万円で締結。さらに１カ月後、女性に「亡くなったときに
預金が引き出せないと葬儀費用などが支払えない」などと事実と異なる説明をし、「不動産
を除く全財産を贈与する」との死因贈与契約も交わした。

女性は翌年死亡し、同会は碧海信用金庫（同市）に約６２０万円の預金の払い出しを求め
たが、信金は契約書の不備や過去に同会と預金者の遺族とのトラブルがあったことなどを理
由に拒否していた。

東京新聞 2021年1月30日
高齢者の「死後の贈与」契約は「公序良俗に反する」身元保証代行のＮＰＯ敗訴





○ 高齢化の進展や核家族化等に伴い、高齢者の単独世帯が増加してきている。

特に高齢期には、医療機関への入退院や施設への入退所などの重大なライフイベントに直面
することも多い。
その際に、身寄りがない、家族がいても身近に頼れる人がいない状況にある高齢者等の意思
決定等を支援する仕組みが求められている。

〇 こうした中、近時、高齢者等に対して身元保証や死後事務、日常生活支援等のサービスを
行う事業（以下「高齢者等終身サポート事業」という。）が増加しており、今後、その需要
の更なる増加が見込まれる。

〇 また、「身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の推進に関する調査」（令和
５年８月総務省行政評価局）をはじめとし、高齢者等終身サポート事業者に関する課題提起
が行われている。

ガイドラインの目的



○ 高齢者等終身サポート事業については、将来にわたる身元保証等サービスであることや死
後事務サービスを含むものであり、契約が長期にわたること、サービス提供に先行して一部
費用が前払いされるなどのため契約内容の適正な履行を確認しにくいこと、判断能力の低下
が懸念される高齢者を主な対象としているため、契約者の意思能力の有無等をめぐって事後
的に争いが生じる可能性があること等の課題があることから、一般的な契約に比べ利用者保
護の必要性が高いなど、民法（明治 29 年法律第 89 号）、消費者契約法（平成12 年法律第 
61 号）等の民事法の規律等も踏まえ、適正に事業が営まれることが重要といえる。

○ こうした観点から、高齢者等終身サポート事業者の適正な事業運営を確保し、高齢者等終
身サポート事業の健全な発展を推進し、利用者が安心して当該事業を利用できることに資す
るようにするため、本ガイドラインを策定することとしたものである。

○ 本ガイドラインは、高齢者等終身サポート事業者の参考となることはもとより、利用者に
よる事業者判断の目安ともなり得るものである。事業者・利用者が簡便に確認できるように
別紙チェックリストも作成しているため、併せて活用されたい。

ガイドラインの目的
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初回加算



【ロ 初回加算 300単位】

注 指定居宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス計画(法第8条第24項に規定する
居宅サービス計画をいう。)を作成する利用者に対して、指定居宅介護支援を行った場合その
他の別に厚生労働大臣が定める基準に適合する場合は、1月につき所定単位数を加算する。

ただし、イの注6に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、当該加算は、
算定しない。

イの注6 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基準減算として、所定単
位数の100分の50に相当する単位数を算定する。

また、運営基準減算が2月以上継続している場合は、所定単位数は算定しない。

・要支援者が要介護認定を受けた場合

・要介護状態区分が2区分以上変更された場合

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



平成21年4月改定関係（Vol.1）平成21年3月23日 問62

Q.

初回加算において、新規に居宅サービス計画を作成する場合の「新規」の考え方について示
されたい。

A.

契約の有無に関わらず、当該利用者について、過去二月以上、当該居宅介護支援事業所にお
いて居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算定されていない場合に、当該利用者
に対して居宅サービス計画を作成した場合を指す。なお、介護予防支援における初回加算に
ついても、同様の扱いとする。

初回加算のQ&A



平成18年4月改定関係（Vol.2）平成18年3月27日 問11

Q.

介護予防支援

初回加算の算定要件である「新規」には、契約は継続しているが給付管理を初めて行う利用
者を含むと解してよいか。

A.

｢新規｣とは、初めて給付管理を行い、報酬請求を行う月について適用するものである。した
がって、従前より、契約関係は存在していた利用者についても、初めて報酬請求に至った月
において、初回加算を算定することが可能である。なお、この考え方については、居宅介護
支援費に係る初回加算についても、共通である。

初回加算のQ&A



退院退所加算



【ヘ 退院・退所加算】

注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保
険施設に入所していた者が退院又は退所(指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に
関する基準(平成18年厚生労働省告示第126号)別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数
表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護のツ又は指定施設サービス等に要する費用
の額の算定に関する基準(平成12年厚生省告示第21号)別表指定施設サービス等介護給付費単
位数表の介護福祉施設サービスのレの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。)し、
その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用
者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保
険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サー
ビス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合
(同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行
う場合に限る。)には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院又は入所期
間中につき1回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算
定する場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、初回加算を算定する
場合は、当該加算は算定しない。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



退院・退所加算（Ⅰ）イ：450単位

退院・退所加算（Ⅰ）ロ：600単位

退院・退所加算（Ⅱ）イ：600単位

退院・退所加算（Ⅱ）ロ：750単位

退院・退所加算（Ⅲ） ：900単位

居宅介護支援の退院・退所加算の種類と単位数



【退院退所加算（Ⅰ）イの算定要件】

退院・退所にあたり、医療機関等の職員と面談（テレビ電話等の活用可）を行うこと

医療機関等の職員から利用者に係る情報の提供を「カンファレンス以外の方法」により、

「1回」受けていること

必要な情報を得たうえで、ケアプランを作成し、居宅・地域密着型サービスの調整を行って
いること

【退院退所加算（Ⅰ）ロの算定要件】

退院・退所にあたり、医療機関等の職員と面談（テレビ電話等の活用可）を行うこと

医療機関等の職員から利用者に係る情報の提供を「カンファレンス」により、「1回」受けて
いること

必要な情報を得たうえで、ケアプランを作成し、居宅・地域密着型サービスの調整を行って
いること

居宅介護支援の退院・退所加算の算定要件



【退院退所加算（Ⅰ）イの算定要件】

②同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、
1回として算定する。

③原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、
退院後7日以内に情報を得た場合には算定することとする。

④カンファレンスに参加した場合は、(1)において別途定める様式ではなく、カンファレンス
の日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又
は家族に提供した文書の写しを添付すること。

居宅介護支援の退院・退所加算の算定要件



居宅介護支援費の退院・退所加算(Ⅰ)・(Ⅱ)
に係る様式例の提示について

標記について、今般下記のとおり定めたの
で御了知の上、管内市町村、関係団体、

関係機関等にその周知徹底を図ると共に、
その運用に遺漏のないようにされたい。

なお、当該様式は当該加算の算定を担保す
るための標準様式例として提示するもので
あり、当該様式以外の様式等の使用を拘束
する趣旨のものではない旨、念のため申し
添える。

・退院・退所加算(Ⅰ)・(Ⅱ)に係る様式例
（別紙）

居宅介護支援の退院・退所加算の様式例



診療報酬の算定方法別表第一医科診療報酬点数表の退院時共同指導料2の注3の要件を満たし、
退院後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福祉用具専門相談員や
居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するもの。

平成30年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）平成30年3月22日 問140

Q.

退院・退所加算（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ及び（Ⅲ）の算定において評価の対象となるカンファレ
ンスについて、退所施設の従業者として具体的にどのような者の参加が想定されるか。

A.

退所施設からの参加者としては、当該施設に配置される介護支援専門員や生活相談員、支援
相談員等、利用者の心身の状況や置かれている環境等について把握した上で、居宅介護支援
事業所の介護支援専門員に必要な情報提供等を行うことができる者を想定している。

退院退所加算の算定要件におけるカンファレンスとは？



入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の保険医若し

くは看護師等、保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士、保険薬局の

保険薬剤師、訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）、理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士、介護支援専門員又は相談支援専門員のうちいずれか３者以上

と共同して指導を行った場合に、多機関共同指導加算として、2,000 点を所定点数に加算

する。

退院時共同指導料２の注３ の要件





令和3年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.3）令和3年3月26日 問120

Q.

カンファレンスに参加した場合は、「利用者又は家族に提供した文書の写しを添付するこ
と」としているが、具体例を示されたい。

A.

具体例として、次のような文書を想定しているが、これらの具体例を踏まえ、個々の状況等
に応じて個別具体的に判断されるものである。

なお、カンファレンスに参加した場合の記録については、居宅介護支援経過（第5表）の他に
サービス担当者会議の要点（第4表）の活用も可能である。

（例）

カンファレンスに係る会議の概要、開催概要、連携記録等

居宅介護支援の退院・退所加算のQ&A



平成30年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）平成30年3月22日 問140

Q.

退院・退所加算（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ及び（Ⅲ）の算定において評価の対象となるカンファレ
ンスについて、退所施設の従業者として具体的にどのような者の参加が想定されるか。

A.

退所施設からの参加者としては、当該施設に配置される介護支援専門員や生活相談員、支援
相談員等、利用者の心身の状況や置かれている環境等について把握した上で、居宅介護支援
事業所の介護支援専門員に必要な情報提供等を行うことができる者を想定している。

居宅介護支援の退院・退所加算のQ&A



平成24年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）平成24年3月16日 問110

Q.

入院又は入所期間中につき3回まで算定できるとあるが、入院期間の長短にかかわらず、必要
の都度加算できるようになるのか、あるいは１月あたり1回とするのか。

また、同一月内・同一機関内の入退院（所）の場合はどうか。

A.

利用者の退院・退所後の円滑な在宅生活への移行と、早期からの医療機関等との関係を構築
していくため、入院等期間に関わらず、情報共有を行った場合に訪問した回数（3回を限度）
を評価するものである。また、同一月内・同一機関内の入退院（所）であっても、それぞれ
の入院・入所期間において訪問した回数（3回を限度）を算定する。

※ただし、3回算定することができるのは、そのうち1回について、入院中の担当医等との会
議（カンファレンス）に参加して、退院後の在宅での療養上必要な説明（診療報酬の退院時
共同指導料二の注三の対象となるもの）を行った上で、居宅サービス計画を作成し、居宅
サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合に限る。

居宅介護支援の退院・退所加算のQ&A



平成24年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.3）平成24年4月25日 問7

Q.

転院・転所前の医療機関等から提供された情報を居宅サービス計画に反映した場合、退院・
退所加算を算定することは可能か。

A.

可能である。

退院・退所加算は、原則、利用者の状態を適切に把握できる退院・退所前の医療機関等との
情報共有に対し評価するものであるが、転院・転所前の医療機関等から提供された情報で
あっても、居宅サービス計画に反映すべき情報であれば、退院・退所加算を算定することは
可能である。

なお、この場合においても、退院・退所前の医療機関等から情報提供を受けていることは必
要である。

居宅介護支援の退院・退所加算のQ&A



入院時情報連携加算





【ホ 入院時情報連携加算】

注 利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して、

当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者1人につき1月に1回を限度として

所定単位数を加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ 入院時情報連携加算(Ⅰ) 250単位

ロ 入院時情報連携加算(Ⅱ) 200単位

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



○入院時情報連携加算

問 118 入院日以前の情報提供については、入院何日前から認められるか。

（答）

特段の定めは設けていないが、情報提供日から実際の入院日までの間隔があまりにも

空きすぎている場合には、入院の原因等も踏まえた上で適切に判断すること。

介護保険最新情報VOL１２２５
「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」より



○入院時情報連携加算

問 119 入院時情報連携加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）について、入院したタイミングによって

算定可能な日数が変わるが、具体的に例示されたい。

（答）

介護保険最新情報VOL１２２５
「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」より



入院時情報連携加算の様式例





【ターミナルケアマネジメント加算】

(1)ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算する
こととするが、利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場
合には、死亡月に算定することとする。

(2)ターミナルケアマネジメント加算は、1人の利用者に対し、1か所の指定居宅介護支援事業
所に限り算定できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数ある場合には、当該利用者が死
亡日又はそれに最も近い日に利用した指定居宅サービスを位置づけた居宅サービス計画を作
成した事業所がターミナルケアマネジメント加算を算定することとする。

(3)ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者又はその家族が同意した時点以
降は、次に掲げる事項を支援経過として居宅サービス計画等に記録しなければならない。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



【ターミナルケアマネジメント加算】

① 終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対して居宅介護
支援事業者が行った支援についての記録

② 利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サー
ビス事業者等と行った連絡調整に関する記録

③当該利用者が、医師が一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと
診断した者に該当することを確認した日及びその方法

(4)ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的として医療機関へ搬
送され、24時間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケアマネジメント加
算を算定することができるものとする。

⑸ターミナルケアマネジメントにあたっては、終末期における医療・ケアの方針に関する利
用者又は家族の意向を把握する必要がある。また、その際には、厚生労働省「人生の最終段
階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意
思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必
要な情報の共有等に努めること。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



【広島市作成】介護報酬の算定等に係るＱ＆Ａ（事業者向け）最終更新日令和2年3月10日

Q

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上の在宅訪問とは、死亡日にも訪問が必要か。死亡日で
あれば死亡後の時間帯でもいいのか。4/20死亡日を例に確認したい。

A

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上の訪問が必要。死亡日当日であっても死亡後の訪問は
加算の主旨からも不可。4/20が死亡日であれば、4/6〜4/20までの15日間に2日以上の訪問が
必要となる。

台東区事務連絡 平成30年6月13日

居宅介護支援費に係るターミナルケアマネジメント加算の取扱いについて 

②死亡日及び死亡日前１４日以内（死亡日を含めた１５日間中）に２日以上居宅を訪問して
いれば、死亡日当日に居宅を訪問していなくとも算定可能

ターミナルケアマネジメント加算のQ&A



通院時情報連携加算





【通院時情報連携加算】

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援専門員が
同席し、医師又は歯科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に
係る必要な情報の提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から当該利用者に関する必要な
情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合は、利用者1人につき1月に1回を
限度として所定単位数を加算する。

当該加算は、利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師又は歯科医師等に
利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師又は歯科医師等から利用者
に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画等に記録した場合に、算定を行う
ものである。なお、同席にあたっては、利用者の同意を得た上で、医師又は歯科医師等と連
携を行うこと。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



（１）今後の介護保険を取り巻く状況と居宅介護支援事業所の現状

（２）ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会の中間整理

（３）小規模事業所でもできる、取りこぼしの無い加算の取り方

（４）運営基準における研修・訓練・委員会の実施整理

本日のアジェンダ 













運営指導マニュアル



運営指導マニュアル



運営指導マニュアル



運営指導マニュアル

個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書

従業者の員数 
（第2条） 

○ 利用者に対し、従業者の員数は適切で
あるか
○ 必要な資格は有しているか
○ 専門員証の有効期限は切れていないか 

◆ 従業者の勤務体制及び勤務実績がわかるもの
（例：勤務体制一覧表、勤務実績表） 
◆ 従業者の勤怠状況がわかるもの
（例：タイムカード、勤怠管理システム） 
◆ 資格要件に合致していることがわかるもの
（例：資格証の写し） 

管理者
（第３条）

○ 管理者は常勤専従か、他の職務を兼務
している場合、兼務体制は適切か 

◆ 管理者の雇用形態がわかるもの 
◆ 管理者の勤務体制及び勤務実績がわかるもの
（例：勤務体制一覧表、勤務実績表）
◆ 管理者の勤怠状況がわかるもの
（例：タイムカード、勤怠管理システム） 

受給資格等の確
認 （第7条）

○ 被保険者資格、要介護認定の有無、要
介護認定の有効期限を確認しているか 

◆ 介護保険番号、有効期限等を確認している記録等



運営指導マニュアル

個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書

運営規定
（第１８条）

○ 運営における以下の重要事項について
定めているか
1.事業の目的及び運営の方針
2.職員の職種、員数及び職務内容
3.営業日及び営業時間
4.指定居宅介護支援の提供方法、内容及び
利用料、その他の費用の額
5.通常の事業の実施地域
6.虐待の防止のための措置に関する事項
7.その他運営に関する重要事項 

◆ 運営規程 

勤務体制の確保 
（第19条） 

○ サービス提供は事業所の介護支援専門
員・従業者によって行われているか 
○ 資質向上のために研修の機会を確保し
ているか 
○ 性的言動、優越的な関係を背景とした
言動による就業環境が害されることの防止
に向けた方針の明確化等の措置を講じてい
るか 

◆ 従業者の勤務体制及び勤務実績がわかるもの
（例：勤務体制一覧表、勤務実績表） 
◆ 雇用の形態（常勤・非常勤）がわかるもの 
◆ 研修の計画及び実績がわかるもの 
◆ 職場におけるハラスメントによる就業環境悪化防
止のための方針 



運営指導マニュアル

個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書

業務継続計画の
策定等 
（第19条の２）

○ 感染症、非常災害発生時のサービスの
継続実施及び早期の業務再開の計画（業務
継続計画）の策定及び必要な措置を講じて
いるか 
○ 従業者に対する計画の周知、研修及び
訓練を定期的に実施しているか
○ 定期的に計画の見直しを行い必要に応
じて計画の変更を行っているか 

◆ 業務継続計画 
◆ 研修の計画及び実績がわかるもの 
◆ 訓練の計画及び実績がわかるもの 

感染症の予防及
びまん延防止の
ための措置 
（第21条の2）

○ 感染症の発生又はまん延しないよう次
の措置を講じているか 
・ 感染症の予防及びまん延の防止のため
の対策を検討する委員会開催（おおむね６
月に１回以上）、その結果の周知 
・ 感染症の予防及びまん延の防止のため
の指針の整備 
・ 感染症の予防及びまん延の防止のため
の研修及び訓練の定期実施 

◆ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検
討する委員会の開催状況・結果がわかるもの
◆ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 
◆ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び
訓練の実施状況・結果がわかるもの 



運営指導マニュアル

個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書

秘密保持等
（第23条）

○ 個人情報の利用に当たり、利用者（利
用者の情報）及び家族（利用者家族の情
報）から同意を得ているか
○ 退職者を含む、従業者が利用者の秘密
を保持することを誓約しているか 

◆ 個人情報の利用に関する同意書 
◆ 従業者の秘密保持誓約書

広告
（第24条）

○ 広告は虚偽又は誇大となっていないか ◆ パンフレット／チラシ 
◆ Web広告

苦情処理
（第26条）

○ 苦情を受け付けた場合、内容等を記録
しているか

◆ 苦情の受付簿 
◆ 苦情への対応記録

事故発生時の対
応 
（第27条）

○ 市町村、利用者家族等に連絡している
か 
○ 事故状況、事故に際して採った処置が
記録されているか 
○ 損害賠償すべき事故が発生した場合に、
速やかに賠償を行っているか 

◆ 市町村、利用者家族等への連絡状況がわかるもの 
◆ 事故に際して採った処置の記録 
◆ 損害賠償の実施状況がわかるもの 



運営指導マニュアル

個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書

虐待の防止 
（第27条の2）

○ 虐待の発生又はその再発を防止するた
め次の措置を講じているか 
・ 虐待の防止のための対策を検討する委
員会の定期開催及びその結果の介護支援専
門員への周知 
・ 虐待の防止のための指針の整備 
・ 虐待の防止のための研修の定期実施 
○ 上記の措置を適切に実施するための担
当者を置いているか 

◆ 虐待の防止のための対策を検討する委員会の開催
状況及び結果がわかるもの 
◆ 虐待の防止のための指針 
◆ 虐待の防止のための研修の計画及び実績がわかる
もの 
◆ 担当者を置いていることがわかるもの 

注） 確認項目の条項は「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
（平成11年厚生省令第38号）」から抽出・設定したもの 



運営指導マニュアル

個別サービスの質に関する事項

確認項目 確認文書

内容及び手続の
説明及び同意 
（第4条）

○ 重要事項を記した文書について、利用
申込者又はその家族へ交付し説明を行い同
意を得ているか 
○ 重要事項説明書の内容に不備等はない
か 

◆ 重要事項説明書（利用申込者又は家族の同意が
あったことがわかるもの） ◆ 内容及び手続きの説明
に対して利用申込者の理解を得られたことがわかるも
の（例：利用申込者の署名文書） ◆ 利用契約書 

指定居宅介護支
援の具体的取扱
方針 
（第13条）

○ 利用者の日常生活全般を支援するため
介護保険以外の保健医療・福祉サービス等
の利用も含めて居宅サービス計画上に位置
づけるよう努めているか 
○ 利用者が有する能力、その置かれてい
る環境等を評価し、利用者が自立した生活
を営むことができるように支援する上で解
決すべき課題を把握（アセスメント）して
いるか 
○ アセスメントのため、利用者の居宅を
訪問し、利用者及びその家族に面接してい
るか 

◆ アセスメントの結果記録 
◆ サービス担当者会議の記録 
◆ 居宅サービス計画 
◆ 支援経過記録等 
◆ モニタリングの結果記録 
◆ 個別サービス計画 
◆ 身体的拘束等の記録（身体的拘束等がある場合） 



運営指導マニュアル

個別サービスの質に関する事項

確認項目 確認文書

指定居宅介護支
援の具体的取扱
方針 
（第13条）

○ サービス担当者会議を開催し、利用者
の状況等に関する情報を担当者と共有し、
担当者からの専門的な見地からの意見を求
めているか 
○ 居宅サービス計画原案の内容について
利用者又はその家族へ説明を行い、文書に
より同意を得ているか 
○ 居宅サービス計画を利用者及び担当者
へ交付しているか 
○ 定期的に居宅サービス計画の実施状況
の把握（モニタリング）を行い、結果を記
録しているか（月１回） 
○ サービス担当者会議の開催により、居
宅サービス計画の変更の必要性について担
当者から専門的な見地からの意見を求めて
いるか 
○ 居宅サービス計画に位置づけた個別
サービスにかかる当該計画の提出を求めて
いるか



運営指導マニュアル

個別サービスの質に関する事項

確認項目 確認文書

指定居宅介護支
援の具体的取扱
方針 
（第13条）

○ 生命又は身体を保護するため、緊急や
むを得ない場合を除き、身体的拘束等（身
体拘束その他利用者の行動を制限する行為
を含む）を行っていないか 
○ 身体的拘束等を行う場合に要件（切迫
性、非代替性、一時性）を全て満たしてい
るか 
○ 身体的拘束等を行う場合、その態様及
び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しているか 









【特定事業所加算】

(6)年間研修計画

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所における介護支援専門員の
資質向上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、
介護支援専門員について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、
毎年度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。
また、管理者は、研修目標の達成状況について、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を
講じなければならないこと。
なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに
当該計画を策定すればよいこと。
なお、特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、連携先事業所との共同開催による
研修実施も可能である。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



【特定事業所加算】

(7)支援困難ケース受け入れ要件

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケースを受け入れるもので
なければならず、また、そのため、常に地域包括支援センターとの連携を図らなければなら
ないこと。

⑻他制度に関する事例検討会、研修要件

多様化・複雑化する課題に対応するために、家族に対する介護等を日常的に行っている児童、
障害者、生活困窮者、難病患者等、介護保険以外の制度や当該制度の対象者への支援に関す
る事例検討会、研修等に参加していること。

なお、「家族に対する介護等を日常的に行っている児童」とは、いわゆるヤングケアラーの
ことを指している。
また、対象となる事例検討会、研修等については、上記に例示するもののほか、仕事と介護
の両立支援制度や生活保護制度等も考えられるが、利用者に対するケアマネジメントを行う
上で必要な知識・技術を修得するためのものであれば差し支えない。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



【特定事業所加算】

 (13)インフォーマルサービス要件

多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスとは、介護給付等対
象サービス（介護保険法第24条第２項に規定する介護給付等対象サービスをいう。）以外の
保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等
のことをいう。

⑰その他

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に
特定事業所加算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。
また、利用者に対し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう
説明を行うこと。

(4)手続

本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の
記録を作成し、2年間保存するとともに、市町村長から求めがあった場合については、
提出しなければならない。

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準



○特定事業所加算

問 116 「家族に対する介護等を日常的に行っている児童、障害者、生活困窮者、難病

患者等の高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等

に参加していること」について、自ら主催となって実施した場合や「他の法人が運

営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施」した場合も

含まれるか。

（答）

・含まれる。

介護保険最新情報VOL１２２５
「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」より



○特定事業所加算

問 117 「家族に対する介護等を日常的に行っている児童、障害者、生活困窮者、難病患者等

の高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加している

こと」について、これらの対象者に対し支援を行った実績は必要か。

（答）

・ 事例検討会、研修等に参加していることを確認できればよく、支援実績までは要しない。

・ なお、当該要件は、介護保険以外の制度等を活用した支援が必要な利用者又はその家族

がいた場合に、ケアマネジャーが関係制度や関係機関に適切に繋げられるよう必要な知

識等を修得することを促すものであり、ケアマネジャーに対しケアマネジメント以外の

支援を求めるものではない。

介護保険最新情報VOL１２２５
「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」より
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